




























2 0 1 7年、地域に開かれた工場として

「DEN」をオープン。自社の工場の一つ

であると同時に、お客様や地域の人たち

にとって、ものづくりを間近に見られる

場、交流する拠点にもなっています。

学校への行きづらさを抱える児童・生徒のケアは、地域の重要課題の一つ

です。そこで福祉法人（東山田地域ケアプラザ）と連携し、ロボットプログ

ラミングを教える講座を開催。子どもたちにとって、家庭でも学校でもない

「サードプレイス（居心地のよい第三の場）」になりつつあります。

2022年10月より毎月「東山田食堂」をオープン。地元農家や食品メーカー、

飲食店から規格外や廃棄予定の野菜や食品を提供していただき、地元フード

コーディネーターが作ったお弁当を販売しています。そして売上の一部を使い、

様々な事情で生活に困っている方たちに低価格でお弁当を届けます。それぞれ

の困りごとを助け合いで解決し、関わるみんなが温かくなる仕組みです。

いまやDENは東山田のランドマークとなり、多くの方たち

に知ってもらい、出入りしてもらうようになりました。

お客様はもちろん、行政、住民、工場、学校、NPOなど、

地域の様々な主体とつながれる存在として、これからもっと

地域のために「活用される」場になったら嬉しいです。

探検」と「DEN」を柱として展開してきました。

子ども向けロボットプログラミング講座

工場カフェ「DEN」

東山田食堂と助け合いごはん

DEN のこれから

DENDEN

2022年の主な活動
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男女比 男女比（社員）

女性の産休・育休取得率 復職率

男女比（全従業員）

障がい者  “c hallenged”

工場の一般的なイメージと異なり、

女性も多く活躍しています。そのう

ち3名がリーダーを務めています。

子育て世代
6名の社員が未就学児・小学生の子を持

つパパママです。パート従業員も子育て

経験を持つママがほとんど。だから、急

な子どもの体調不良や学校の行事など

のためのお休みにも、「お互い様」の精

神でサポートし合う環境があります。

2022年12月には、男性社員が約2週間

の育休を取得しました。

2017年から障がいを持つ方を仲間に迎え、2022年末現在、3名

が活躍しています。決して補佐的な業務ではなく、「ミシンが

得意」「細かな作業が得意」といった各人の強みを生かして、

ものづくりの一翼を担う大事な戦力として活躍しています。

インターン生
ものづくりに関心のあるすべての人にとって開かれた場であり

たい。常に外からの新しい風が吹き込む組織でありたい。そん

な想いから、インターン生の受け入れを積極的に行っています。

2 0 2 2年は、現地実習として7名を受け入れました。うち2名

は、初めての児童養護施設の子どもたち。またオンラインでの

翻訳や現地調査業務には、タイとベトナム国籍の学生2名を

受け入れました。

％ ％100 100
男性の育休取得率：100％
（1名：2週間取得）

47％
28％

53％ 72％
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部下の業務にもっと関わることが必要だと感じ
た。毎日 1回はメンバーに声がけを行いたい。

相手を受け入れ、理解しようとする心がけの大
切さを感じた。まずは自分から行動をして背中
を見せたい。

お金のことから目を背けず、みんなで話し合うこ
とで問題が見えた。

すぐに取り組めそうなことがたくさんあった。コ
ミュニケーション、チームワークを大切にして全
員で取り組みたい。

・「健康経営優良法人」の取得  ★（健康診断・メタボ検診受診率100 %）

・健康管理委員会の設置  ★　

・メンタルヘルス責任者を配置  ★（メンタルヘルス・マネジメント®検定試験合格者）

・安全衛生推進者を2名配置（2022年に1名から2名に）

・ハラスメント対策責任者を配置

成果

参加者の声

スキルアップを支援するための取り組み

ための取り組み心身の健康を守る

★  2022年に導入したもの

DENDEN

スリーハイを通じて最高の体験をしてもらおうじゃないか」

実現すべく、良質な働く環境を維持していくことが重要です。

これからも継続して風通しの良い組織づくりをめざします。

マネジメント層向け
リーダーシップ研修

社員向け自立型
人材育成研修

会社のお金の流れを
学ぶアクティブ研修 ★

年間1回開催
6名参加

年間1回開催
6名参加

2022年1回開催

全員参加

みんなで「温める」をつくり続けていくために。

組織づくりに取り組んでいます。
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を未来へ、世界へ。　

世界には196の国があります。当社製品が

使用されているのは、まだ数カ国に過ぎま

せん。世界中の「温めたい」に応えるグロー

バルニッチトップ企業をめざし、提案力、

細やかな対応、当社しかできないものづくり

を、これからも展開していきます。

2020年に「海外事業部」をつくり、海外展開を視野に入れてきました。2022年は、タイで開催された

アジア最大級の製造加工・包装総合展「ProPak A sia 2022」、ベトナムで開催されたベトナム最大級の

国際工作機械・金属加工関連見本市「ME TALE X Vietnam 2022」に出展。発展が進む東南アジアの

製造業などで、私たちのヒーターに対するニーズがあることを肌で感じることができました。

「熱」の困りごとは、世界中にある。その一つ一つに応えて、日本から世界に、「魂を宿すものづくり」を

伝えていきたいと考えています。

日本の「ものづくり」を世界へ

世界に向けた、これから

1つから丁寧に手づくりしています。その「も

が宿っています。どんなにテクノロジーが発

い。スリーハイは「ものづくり」を担う会社と

いと考えています。
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神奈川県「SDGs経営に向けた中小企業伴走型支援事業」採択（SDGs事業計画書及びSDGsアクション
プランの作成）

これまでの取り組み

2019年

2020年

2020年

全従業員向けSDGs社内勉強会開催

アウトカム
（効果）

ゴール
（めざす状態）

貢献するSDGs
（ゴール／ターゲット）

「かながわSDGsパートナー」登録

2021年 横浜市SDGs認証制度「Y-SDGs（上位Superior）」に認定

2022年 サステナビリティレポート発刊

多くの社会インフラに活用される
製品の開発・製造

ものづくり企業として、より良い
地球環境を次世代に残す

9.1

12.4

顧客に支持されつづけている
　- 顧客満足度の維持・向上

品質・環境マネジメントが継続的に
改善されている

地域住民と企業が、お互いに安心
して暮らせる／働ける環境を築く

子どもたちに、ものづくりの
魅力や働く楽しさを伝える

女性の視点が会社経営に
生かされる

職住近接によりワーク・
ライフ・バランスが向上する

DENが地域に活用されつづけている

4.4

5.5

多くの子どもたちに価値が届けられている
　- 2030年時点のべ参加人数（3,000名）

女性が意思決定の場に参画している

地域に雇用を提供できている
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アウトカム

織

・二次加工からの脱却
・情報発信の強化
・DX化、発信強化を支える人材確保
・海外展開

戦略

外部環境

新たな資本とのつながり
（資金調達手段の広がり）

財務資本

強い“ものづくり”を支える
製造資本の増強

製造資本

“ものづくり”の
高付加価値化

知的資本

準工業地域の
新しいモデル

社会・関係資本

付加価値の高い
“ものづくり”を担う人材

人的資本

C O 2排出・廃棄物
（→削減努力）

自然資本

高付加価値な
“ものづくり”
の体現 日本の

“ものづくり力”
の再興

世界に知られる
グローバルニッチ
トップ企業

世界中の
「熱の困りごと」が

解決される

世界中に
温かさが
広がる

く、柔軟でしなやかな組織

世界
  「温めたい」に

中の
応えていく。

ョン

「温める」を
つくること。

バリュー

日本の“ものづくり力”の低下
（技術流出、産業空洞化）

情報公開・透明性が
重視される社会

予測困難で
 変化の激しい時代
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6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

横浜市立東山田小学校
こどもまち探検

スリーハイ初となるサステナビリティレポート
『Sustainability Report 2021』を発行

Y-SDGs認証事業者ミーティング参加

桜美林大学堀潔先生ゼミ生 訪問

メイドインつづき 廃材活用イベント参加

横浜国立大学付属横浜小学校こどもまち探検

相模女子大学金森剛先生ゼミ スタディーツアー

一般社団法人夢★らくざプロジェクト 出前道場②

横浜市立東山田中学校 課題解決型プログラム

JICA ベトナム経営者が視察訪問

会社のお金の流れを学ぶ
アクティブ研修実施

リーダーシップ研修実施

全従業員の意識調査

総合防災訓練

全員19時退社を促進 第34期スタート

確定拠出年金401K導入

かながわ健康企業宣言「健康づくり取組み企業」に認定

障がい者雇用で1名パート入社

タイ・バンコクで開催されるアジア最大級の
製造加工・包装総合展「ProPak Asia2022」出展

JICA  2022年度
日系社内研修員 視察訪問

資本金を1,000万円増資

タイ語版公式HP開設

海外版オリジナルオンラインショップ開始

ベトナム最大級の国際工作機械・金属加工関連見本市
「METALEX Vietnam 2022」出展

タイを訪問し現地経営者と交流

ISO9001、ISO14001認証 更新 「神奈川がんばる企業エース2022」 認定

新製品「フィルムヒーター」発売開始

新製品「テクヒーター」発売開始
※テクヒーターは積水化成品工業株式会社の登録商標です。 「北陸技術交流テクノフェア2022」に出展

「スマートファクトリーJapan 2022」に出展

東山田食堂スタート
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沿革

1987年 創業者（先代）が個人事業主として川崎市で創業
 ヒーターの製造販売開始

1990年 神奈川県川崎市に株式会社スリーハイ本社を設立

1997年 ・ペール缶、一斗缶ヒーター「K-11」を発表　・ドラム缶ヒーター「K-21」を発表
 ・ドラム缶ヒーター「K-22」を発表　・4、6リットル缶ヒーター「K-31」を発表
 ・温度コントローラ「THC-15」を発表

2001年  「シリコンスポンジ」取扱開始

2002年  ・「リボンヒーター（テープヒーター）」を発表　 ・「シリコンコードヒーター」を発表　・「シリコンベルトヒーター」を発表

2003年 ・「ボンベヒーター」を発表　・ペール缶、一斗缶ヒーター「K-11W」を発表　・ドラム缶ヒーター「K-21W」を発表
 ・ドラム缶ヒーター「K-22W」を発表　・ミニ缶ヒーター「K-31W」を発表

2004年 本社を現在地（横浜市都筑区東山田）に移転

2005年 ISO14001取得

2007年 ISO9001取得

2013年 温度コントローラ「monoOne+」を発表

2014年 ・「かながわ中小企業モデル工場」に認定　・「第8回かながわ子ども・子育て支援大賞特別賞」を受賞

2018年 「横浜型地域貢献企業プレミアム企業」に認定

2021年 横浜市SDGs認証制度「Y-SDGs（上位Superior）」に認定

2022年 ・資本金を2,000万円に増資
 ・「健康経営優良法人2022（中小規模法人部門）」に認定
 ・「神奈川がんばる企業エース2022」に認定

2009年 代表取締役に男澤誠が就任

2010年 ・温度コントローラ「monoOne-100/100T」を発表　・「横浜型地域貢献企業」に認定
 ・メイドインつづき認定企業　・文部科学省キャリアガイダンスに参画 

2017年 ・業務拡大につき第2工場 カフェ&ファクトリーDENをオープン
 ・「かながわ中小企業モデル工場」に認定　・「神奈川がんばる企業エース2017」に認定
 ・一斗缶、ペール缶用底面ヒーター「GOEMON-100」を発表

2020年 ・「かながわSDGsパートナー」に認定
 ・内閣府特命担当大臣表彰「子供と家族・若者応援団表彰（子供・若者育成支援部門）」を受賞
 ・温度コントローラ「monoOne+B」「monoOne+W」を発表
 ・「WANIヒーター」を発表
 ・「ヌカ玉バスター」を発表

2012年 ・セメンティングスポットヒーター「MASANORI」を発表
 ・PSE対応型ドラム缶ヒーター「K-21W-PSE」を発表
 ・PSE対応型ペール缶、一斗缶ヒーター「K-11W-PSE」を発表
 ・温度コントローラ「monoOne-120/120T」を発表

2011年 ・「神奈川県優良工場表彰」を受賞　・温度コントローラ「monoOne-200」を発表　・「横浜知財みらい企業」に認定
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今号より、レポート内に貸借対照表を全文掲載することにしました。非財務だけでなく財務も開

示する目的はステークホルダーに会社の財政状態や安定性、成長性をきちんと説明できなけれ

ばならないと思ったからです。覚悟を持ってこれからも透明性を高めてまいります。

33期（2022年9月期）は、材料不足、仕入高騰のため、営業利益含め、厳しい一年となりました。

貸借対照表については、自己資本比率を上げるため、借入金を一部返済し、さらに1,000万円増

資し、資本金2,000万円としました。一方、現預金が月商1ヵ月分で着地したため、来期改善の方

向で調整中です。棚卸資産回転率は、約12回となっています。引き続き在庫管理をしっかりと行

いながら、さらなる効率化を図ります。

会社法では、中小企業であっても、貸借対照表の要旨（全部で 15項目程度）の開示が最低限の

情報開示として義務化されています。しかし、実態としては、中小企業の多くは外部に財務内容を

開示していません。財務諸表は、会社経営の成績表です。自分自身が何人の人と成績表を共有し

ていたか思い出してみれば、スリーハイが貸借対照表の全項目を公開することの覚悟を感じるこ

とができると思います。従業員や取引先、金融機関はもとより、地域や社会全体に対して、自らの

責任を果たそうという覚悟です。

今期の貸借対照表と社長のコメントで、注目すべき点は二つです。一つ目は、原材料費の高騰な

どによる利益への下押し圧力です。価格転嫁や効率化、コスト削減で、今後どれだけ吸収できるか

が注目されます。二つ目は、借入金を返済し、自己資本を増強したことです。多少の凸凹はあるも

のの、スリーハイの売上は、2010 年代半ばから拡大基調にあり（p.3参照）、海外展開も徐々に進

んでいます。今後も一定の資金需要が見込まれるため、この段階で財務体質を強化したことはプ

ラスに評価できます。

PROFILE

依田真美
相模女子大学大学院 社会起業研究科 教授

株式会社コンコルディア・フィナンシャルグループ 取締役（社外）

株式会社横浜銀行 取締役（非業務執行）

外資系金融機関で日本の産業・企業分析を担当後、スタンダード＆プアーズにて

事業会社・公的部門格付部部長、証券化本部長などを歴任。その後、地域活性化に

携わるため北海道大学大学院に進学。日本証券アナリスト協会認定アナリスト。

MITスローン経営大学院修了、修士（経営学）。北海道大学大学院国際広報メディア・

観光学院修了、博士（観光学）。

株式会社スリーハイ 代表取締役 男澤 誠

財務情報を掲載して、どこまでも透明性を高めていく。

スリーハイは、財務に対する姿勢についても
軽々と常識を超えました。
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第三者コメント

本報告書は、昨年発行された『Sustainability Report 2021』に続き、ス

リーハイの 2022 年の活動成果を明らかにしたものです。『Annual Report 

OMOU2022』へと装いを新たにしたことで、中小企業においても、より情報

開示を行うことで社会的責任を果たしていこうとするスリーハイの主体的

意思を宿したものとなっています。

「ものを想う。ひとを想う。」という経営理念を製品・サービスを通してステー

クホルダーに提供していることがわかるレポートとなっている。ステークホル

ダーを「顧客」、「地域」、「従業員」、「未来・地球」という 4つの視点で整理

し、それにより企業活動を詳細に開示している。さらに、やわらかい色合い

とイラストでやさしく読者にアプローチしていることも想いを伝える姿勢を

感じる。それは『OMOU』という題名からもわかる。

価値創造プロセスでは、国際統合報告フレームワークを参考として、スリーハイの事業活動が提示され、事業活動が生み出

す企業価値と社会価値とその関係性が一覧できるように図式化され記載されている。この価値創造プロセス図は、スリー

ハイのバリューである「“温める”をつくること」を反映しており企業の姿勢が明確になっている。また、前年度は「社会資本・

自然資本」が一つの項目でまとめられていたが今年度は「社会・関係資本」「自然資本」の項目に分け提示していることか

らも経営の可視化が進展していることが感じられる。マテリアリティにもとづいてステークホルダー経営と価値創造プロセ

スが作られているが、マテリアリティの特定プロセスが提示されているとさらに理解が深まると思われる。

SDGsに関する取り組みについても、該当するゴールに加え、ターゲットも提示していることは興味深い。

今回から、財務諸表を公開し統合思考にもとづいた報告となっている。それにともないサステナビリティレポートからアニュ

アルレポートと改題している。今後も財務情報と非財務情報を統合した報告に取り組むことがみてとれる。統合報告や非

財務情報開示のフレームワークが整備されてきている現在、中小企業が統合報告を作成し公開することは高く評価できる。

中小企業における非財務情報開示の進展のためにもスリーハイのさらなる活動に期待したい。

本レポートからは、スリーハイの現在、未来、地球への貢献へのあつい想いと本気度が伝わってくる。

・顧客、地域社会、従業員に向けた継続的な活動により、各ステークホルダーとの関係の質が高まり、確かな成果につな

がっている点は高く評価されます。

・新たな成長機会を創出すべく、海外展示会・見本市の出展、海外版のオンラインショップの開設など海外展開の布石

を投じたことが読み取れます。

・今回初めて財務諸表 (BS)を公開することで、非財務情報と財務情報を一体管理していくための第一歩を踏み出した

ものと理解されます。

・6つの資本のうち、製造資本と知的資本に関する取り組みの記述が若干少なく、例えば、前回のレポートで掲げた「生

産工程の DX化」「技術の向上と均一化」などの課題の進捗具合が伝わりにくくなっています。

・対峙する社会・環境課題の解決に重心を置きつつも、もう少し事業戦略や組織能力の観点を取り入れ、価値創造のス

トーリーを説明するとより充実したものになると考えられます。

・マルチステークホルダー経営の観点から、顧客、地域社会、従業員に加え、サプライチェーンの重要なプレーヤーである

取引先 (仕入先 )に対する取り組みも明示していく必要があると考えます。

寺本明輝
株式会社浜銀総合研究所
顧問・特任コンサルタント

中小企業診断士

鶴田佳史
大東文化大学

社会学部社会学科教授

[今回の取り組みで高く評価できる点 ]

[取り組みの進捗を評価しつつ、今後にさらに期待したい点 ]

最後に、改めてスリーハイの「温める」活動に敬意を表するとともに、さらなる価値の創造を期待しております。
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